
2 

研究実施内容 

実 施 日 程 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

①高温対応用センサの

設置観測 

②総括

２．研究成果の説明 

２．１ 位相シフト光干渉法による多チャンネル火山観測方式の検討と開発（京都大

学） 

(1) 業務の内容

(a) 業務題目

課題Ｂ２－２ 火山観測に必要な新たな観測技術の開発 

「位相シフト光干渉法による多チャンネル火山観測方式の検討と開発」 

(b) 担当者

所属機関 機関種別 役職 氏名 

京都大学防災研究所 課題責任機関 准教授 中道 治久 

(c) 業務の目的

本委託業務では、位相シフト光干渉法によるセンサを用いた振動観測システム（以

下、「光センサシステム」という。）を、火山地帯における多点（多成分）アレイ観測用シ

ステムに拡張し、次世代の火山観測に適した観測システムの諸元と仕様を確立することを

目的とする。 

 平成 28 年度に実施した桜島の観測坑道内におけるフィージビリティスタディの成果を

踏まえて、JOGMEC-Phase1 光センサ試作機を用いた各種検証業務を行う。【①火山での実

際の観測環境による検証、②光センサシステムの原理的な特徴である耐雷等の検証】ま

た、これら検証結果等を踏まえ、光センサシステムを用いた多チャンネル観測システムの

実用化に向けた要素技術の開発・組み込みと検証を行うことにより、観測システムの諸元

と仕様を確立する。この光センサシステム開発については、東京工業大学 未来産業技術

研究所と連携して進めることとし、センサ形状や特性把握等に関しては、東京工業大学と

協力して有限要素法解析等における設計検証を行い、このシステムに適した振動子の設計

等を行う。 

なお、平成 30 年度以前は、関東で活動的な火山であり雷が多い（＝雷の影響調査に適

した）浅間山に光センサシステムを配置して検証を行うこととし、平成 29 年度から東京

工業大学のほか東京大学地震研究所を協力機関に加え、東京大学地震研究所浅間火山観測

所において観測を実施してきた。委託業務遂行にあたっての環境の変化のため、平成 31
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年度以降は光センサ配置場所を、九州で活動が非常に活発な火山である桜島火山に変更す

るとともに、一部業務内容を書き換えて実施することとする。変更した業務内容によって

も本来の業務目的は達成される見込みであり、また本変更は平成 30 年度総合協議会にて

了承済である。 

 本委託業務は、火山研究人材育成コンソーシアムに対して、新しい観測方法の創出に向

けインスピレーションをもたらすことで火山防災の充実に寄与できる可能性がある。すな

わち、火山研究人材育成コンソーシアムの参加者に本委託業務で行う観測を見学してもら

うことにより、本委託業務の担当者が思いつかなかったような新しい火山の観測法に気が

ついてもらうチャンスを提供できる。さらに、発見的学習の機会を提供することによっ

て、火山に強い関心と深い理解をもつ人材の育成に貢献することが期待される。 

本委託業務で得られた成果は、光センサシステムを火山のモニタリングシステムとし

て実用的に使用できることになる。この光センサシステムの利点を考えれば、海底火山の

モニタリングへの展開が一番に考えられ、また 200 ℃ 程度であれば、地中深部観測にも

有効な展開ができると考えられる。なお、このシステムは性質上、例えば、海底での観測

網の展開に威力を発揮すると考えられるので、将来は海底火山の観測、海底でのカルデラ

火山のモニタリングにも展開することを考えている 。このシステムの開発検討にあたっ

ては、気象庁や火山研究機関などのユーザーに広く利用されるよう、ニーズの調査を行

い、要素技術の改良点の抽出・把握や必要に応じた改良及び転用技術の開発に向けた情報

収集を行うとともに、これらの機関の火山観測システムの次回更新時に導入に向けて、機

関向けの開発研究の方向性について、関係者と検討を行う。 

 

(d) 10 か年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

1) 平成 28 年度： 

（課題 E 「位相シフト光パルス干渉法を用いた振動観測システムの総合的評価」お

よび「位相シフト光パルス干渉法を用いた振動観測システムによる火山観測の実施」とし

て実施） 

光センサシステムを使用して、桜島火山構造探査にあわせて桜島のフィールドで観測を

行って、桜島に既設のセンサの結果との比較検証を行うことにより、光センサシステムの

火山観測での有効性を検証した。振幅レベル、検出可能な周波数帯域、ノイズレベル等の

観測と比較、地下構造（深部構造、マグマだまり）の把握に資する記録かどうかの検証を

行った。 

 

2) 平成 29 年度： 

平成２９年度は浅間火山に光センサシステムを設置して試験観測を実施し、浅間山で発

生した A 型地震１回、B 型地震５１回を記録するとともに、自然地震４１７回を記録し

た。課題責任機関は主に以下の項目を実施した。 

1)  光センサシステムで取得されたデータを火山学的に解析し、火山性地震の識

別、火山性地震の振動軌跡解析、火山性地震の到来方向解析を施した。その結果、地震波

の到来方向に系統的な偏りがあることが明らかになった。 
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2)  平成 29 年度光観測網内部の表層地震波速度調査を実施し、地表面から約２０

ｍまでの深さの地震波速度を明らかにした。光観測網内はほぼ水平成層であるほかに、局

所的に高速度体が存在していることが明らかになった。 

共同実施機関は火山観測とその実施準備を行い、主に以下の項目を実施した。 

1) 約３ヶ月にわたる観測運用を行い、長期運用時の安定性を検証した。 

2) バイアス電圧ジャンプによる欠測現象を低減させる改良を施し検証を行い、欠測時

間が短縮した。 

 

3) 平成 30 年度： 

課題責任機関は以下の項目を実施した。 

1)  平成 29 年度に得られたデータのより精密な火山学的解析および検討 

2)  光センサシステムの総合評価と総括 

3)  プロジェクト運営 

共同実施機関は以下の項目を実施した。 

4)  第一次分の増設センサの製作 

5)  光センサシステムへの増設チャンネルの試験実装 

1)は観測データに表層構造探査結果に基づいた走時補正値を与えることにより精密化さ

れた解析を行った。4)は新たに汎用のシングルモードファイバを使用した新センサを２組

製作した。これにより、これまでの試験観測で用いてきたセンサに比べて小型化に成功し

た。また、プロジェクト運営会議等を通してユーザーニーズの把握に努めた。 

 

4) 平成 31 年度（令和元年度）： 

課題責任機関は以下の項目を実施した。 

1)  観測データの火山学的解析 

2)  光センサシステムの総合評価と総括 

3)  リアルタイムデータ処理の検討 

4)  プロジェクト運営 

共同実施機関は火山観測とその準備を行い、以下の項目を実施した。 

5)  ３成分光センサの作成 

6)  新しい光センサによる活火山の観測 

共同実施機関は課題責任機関と連携して、本業務を推進し遂行するための準備をすると

ともに、項目 5)にあるように平成３０年度に作成したものと同様の 3 成分センサを１セ

ット作成し、平成３０年度に作成した 3 成分センサユニット 2 式と合わせて、日本で最も

活発な活火山である桜島で三角形アレイを構築して火山観測を行った（項目 6）。なお、

光送受信装置については、共同実施機関所有の装置を使用した。また、プロジェクト運営

会議等を通してユーザーニーズの把握と集約に努めた。 

  

 

5) 令和 2 年度： 
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課題責任機関は以下の項目を実施した。 

1) 観測データの評価による光センサシステムの火山性地震観測性能評価 

2) 観測データの評価による光センサシステムの耐雷性能評価 

3) 光センサシステムの試験観測候補地選定 

4) プロジェクト運営 

共同実施機関は以下の項目を実施し、火山観測に適した高温対応用センサ作成と室内検

証を行った。 

5) 高温対応 3 成分光センサの試作 

6) 高温対応光センサの検証 

7) ボアホール用高温対応筐体の作成 

光センサシステムの本質的な利点の一つである高温対応に関するセンサの作成と、室内

高温環境試験を行い、火山観測により適したセンサシステムを構築した。さらに課題責任

機関とともに翌年度の屋外での高温実証実験を行う場所を決定し、その観測点で使用可能

なボアホール用高温対応筐体を試作し、室内の高温環境で検証を行った。また、プロジェ

クト運営会議等を通して引き続きユーザーニーズの把握に努めた。 

 

6) 令和 3 年度： 

課題責任機関は以下の項目を実施した。 

1) 光センサシステムの総合評価と総括 

共同実施機関とともに光センサシステムの実地観測の準備を令和３年度前半に行い、実

地観測を令和 3 年度後半に実施した。そして、観測から得られた試験結果から、令和３年

度観測および光センサシステムを総合的に評価し総括した。 

2) プロジェクト運営 

火山研究運営委員会や研究集会などに参加し、次世代火山研究・人材育成総合プロジェ

クトの次世代火山研究推進事業の他課題や火山研究人材育成コンソーシアム構築事業と連

携した取り組みを実施し、プロジェクトの推進に貢献した。 

共同研究機関は令和 2 年度に作成した高温対応用センサ及びボアホール用筐体を実フィ

ールドに設置して連続観測を行い、光センサシステムの高温環境における有効性を検証し

た。具体的には新潟工科大所有の観測井で、地下約 2000m にあるボアホールのケーシング

の段差（ライナーハンガー）部分を利用してセンサを設置し、連続観測を開始した。 

 

7) 令和 4 年度： 

課題責任機関は以下の項目を実施する。 

1) 観測データの火山学的精密解析 

2) 光センサシステムの総合評価と総括 

3) プロジェクト運営 

共同実施機関は以下の項目を実施する。実証試験は室内で行う。 

4) システムの多点化プロトタイプの改修 
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5) 第五次分増設センサの製作を行う  

前年度の観測結果及び課題 B の方々の意見を踏まえた改良を行う。もし開発が早まれ

ば、課題 B と連携し、可能な限り課題 B－4 の対象火山に投入して観測を行う。プロジェ

クト運営会議等を通してユーザーニーズの把握を継続し集約に努める。 

共同実施機関は、令和３年度に設置した高温対応用センサを継続して連続観測を行い、

高温下での長期安定性を実フィールドで検証する。 

 

8) 令和 5 年度： 

   課題責任機関は以下の項目を実施する。 

1) 観測データの火山学的解析 

2) 光センサシステムの総合評価と総括 

3) 令和５年度光システム観測網の表層地震波速度調査 

4) プロジェクト運営 

共同実施機関は火山観測とその準備を行い、以下の項目を実施する。 

5) 多点プロトタイプシステムの検証と、火山運用実績の獲得 

6) 合計 24 成分でのアレイ観測の火山地帯における実施 

もし開発が順調に進んでいる場合、課題 B と連携し、可能な限り課題 B-4 の対象火山

に投入して実証実験を行う。プロジェクト運営会議等を通してユーザーニーズの把握

を継続する。 

 

9) 令和 6 年度： 

  課題責任機関は以下の項目を実施する。 

1) 観測データの火山学的精密解析 

2) 光センサシステムの総合評価と総括 

3) プロジェクト運営 

共同実施機関は以下の項目を実施し、室内検証を中心に行う。 

4) 多点実用システムへの改装を行う。 

5) 多点化実用システムの構築と室内検証 

  前年度の観測結果及び課題 B の方々の意見を踏まえた改良を行う。もし開発が想定以

上に進捗した場合には、可能な限り課題 B-4 の対象火山に投入して観測運用を実施する。

プロジェクト運営会議等を通してユーザーニーズの把握を継続する。 

 

10) 令和 7 年度： 

 課題責任機関は以下の項目を実施する。 

1) 観測データの火山学的解析 
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2) 光センサシステムの総合評価と総括 

3) 令和７年度光センサシステム観測網の表層地震波速度調査 

4) プロジェクト運営 

共同実施機関は火山観測とその準備を行い、下記の項目を実施する。 

5) 光センサシステムを適用した火山観測システムとして最終評価を確定する。 

6) 課題 B-4 で実施中の火山において、24 成分のアレイ観測を行い、多点化実用システ

ムの火山運用実績の獲得を行う。 

 

(e) 令和３年度における成果の目標及び業務の方法 

以下の項目を共同実施機関（白山工業株式会社）と連携して該当年度の事業を行う。 

①光センサシステムの総合評価と総括 

共同実施機関とともに光センサシステムの実地観測の準備を令和３年度前半に行い、実地観

測を令和 3年度後半に実施する。そして、観測から得られた試験結果から、令和 3年度観測およ

び光センサシステムを総合的に評価し総括する。 

②プロジェクト運営 

火山研究運営委員会や研究集会などに参加し、次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト

の次世代火山研究推進事業の他課題や火山研究人材育成コンソーシアム構築事業と連携した取り

組みを実施し、プロジェクトの推進に貢献する。以下の連携を目指す。 

1)次世代火山研究推進事業 課題 A:「各種観測のデータの一元化」 

試験観測の結果について、オフラインデータを提供する形で連携する。 

2)次世代火山研究推進事業 課題 B「先端的な火山観測技術の開発」―サブテーマ４：「火山

内部構造・状態把握技術の開発」 

本課題で行う試験観測結果を提供することと、各種委員会等に参加して他課題担当者と意見

交換の機会を持ちユーザーのニーズを把握して今後の改良に反映することによって他課題と連携

する。 

3)火山研究人材育成コンソーシアム構築事業 

実施機関中に、求めに応じ、火山研究人材育成コンソーシアム参加者に実際の観測を見学す

る機会を提供する。 

 

(2) 令和３年度の成果 

(a) 業務の要約 

令和３年度は以下の２つの主要な業務をおこなった。 

①光センサシステムの総合評価と総括 

②プロジェクト運営 

 

①光センサシステムの総合評価と総括 

共同実施機関とともに光センサシステムの実地観測の準備を令和３年度前半に行い、実地観

測を令和４年 2 月に開始した。そして、観測から得られた試験結果から、令和 3年度観測および

光センサシステムを総合的に評価し総括した。 
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②プロジェクト運営 

火山研究運営委員会や研究集会などに参加し、次世代火山研究・人材育成総合プロジ

ェクトの次世代火山研究推進事業の他課題や火山研究人材育成コンソーシアム構築事業と

連携し、プロジェクトの推進に貢献した。以下の連携を目指した。 

1）次世代火山研究推進事業 課題 A：「各種観測のデータの一元化」との連携 

試験観測の結果について、オフラインデータの提供方法を検討した。 

2) 次世代火山研究推進事業 課題 B：「先端的な火山観測技術の開発」－サブテーマ 4：

「火山内部構造・状態把握技術の開発」との連携 

本課題で行う試験観測結果を提供することと、各種委員会等に参加して他課題担当者

との意見交換の機会を持ちユーザーのニーズを把握して今後の改良に反映することによっ

て他課題と連携した。 

3) 火山研究人材育成コンソーシアム構築事業 

同コンソーシアムには見学可能の申し入れを実施しなかった。 

 

(b) 業務の成果 

1) 光センサシステムの総合評価と総括 

a) 大深度観測井における高温対応光センサシステムによる地震観測 

i) 高温対応光センサシステムの設置 

共同実施機関（白山工業株式会社）が東京パワーテクノロジー株式会社の協力の

もと、高温対応光センサシステムを新潟工科大学（図１）の敷地内に設置した。設

置日程は 2022 年 2 月 15 日から 22 日であった。光センサは新潟工科大学の 3000m

級大深度観測井の深さ 2000 m 付近への設置が 2 月 18 日から 19 日に行われた。そ

して、光送受信装置の調整が 2 月 19 日から 2 月 22 日に行われ、2 月 22 日に観測を

開始した。課題責任機関は 2 月 18 日から 20 日の日程にて光センサ設置（写真１）

および光センサシステムの調整作業（写真２）に立ち会った。事前調査および光セ

ンサシステムの設置の詳細については共同実施機関の報告書を参照されたい。光セ

ンサは前述の大深度観測井 2000m 付近に設置されたのとほぼ同じタイミングにて、

地表設置型の光センサが設置された（詳細は共同実施機関の報告書参照のこと）。 
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図１ 新潟工科大学と防災科学技術研究所広帯域地震観測網(F-net)柏崎観測点

（N.KZKF）の位置 
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写真１ 高温対応光センサの大深度観測井への設置作業風景 

 

写真２ 光センサシステムの光送受信装置の調整風景 
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ii) 観測データの評価 

2022 年 2 月 22 日の観測開始以降の大深度観測井と地表に設置された光センサに

よる地震記録の評価を行った。連続地震波形は 1kHz サンプリングデータとして光

送受信装置にて保存されており、光送受信装置から 2022 年 4 月 6 日までのデータ

をコピーした。そして、連続波形データをリサンプリングして、包絡線（エンベロ

ープ）波形を求めた。図２は観測開始から 2022 年 4 月 6 日までの連続地震波形デ

ータからエンベロープ波形を計算して示した図である。なお，リサンプリング処理

後のサンプリング間隔は 1 s である。地表設置型光センサと大深度観測井に設置さ

れた光センサによるエンベロープ波形を見ると、まずこの観測期間においてはデー

タの欠落がないことが分かる。エンベロープ波形において縦棒状に見える時間にお

いて地震が観測されているが、地表設置型光センサと大深度観測井の光センサの両

者において確認されている（図２）。地震が観測されていない時間は地動ノイズを

光センサシステムにて記録されている。エンベロープ波形で見ると、地表設置型光

センサの地動ノイズレベルは 5 mgal 程度であるに対し、大深度観測井の光センサ

の地動ノイズレベルは 0.5 mgal 程度である（図２）。図２の矢印は、大深度観測井

の光センサには地震として認識できた時間かつ、地表設置型光センサでは地震とし

て認識出来なかった時間を示している。この時間における地表設置型と大深度観測

井の地震波形を図３に示す。 
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図２ 光センサシステムによるエンベロープ地震波形（2022 年 2 月 22 日〜4 月 6

日）。Surface と記載の上の３段は地表設置型の光センサで，下の３段は大深度観測

井に設置された光センサの波形を示す。U と Z は上下動成分、N と E はそれぞれ南

北成分と東西成分を示す。X と Y は共に水平動成分で、X は北から時計回りに 234°

の方向、Y が北から時計回りに 144°の方向を向いている。下向矢印は地震が観測さ

れている時刻を表す。 
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図３ 2022 年 3 月 9 日 7 時 32 分頃に観測された地震の波形。(a)、(b)、(c)はそれ

ぞれ地表設置型光センサの東西成分（E）、南北成分（N）、上下動成分（U）であ

る。(d)、(e)、(f)はそれぞれ大深度観測井の光センサの水平動 X 成分、Y 成分、上

下動成分（Z）である。 

 

2022 年 3 月 16 日 23 時 36 分ごろ、福島県沖で M7.4 の地震が発生した。この地震

により柏崎市で震度 3 が観測された。この地震の波形を図４に示す。図４は光セン

サシステムの地表設置型光センサと大深度観測井の光センサと F-net 柏崎観測点の

速度型強震計と広帯域地震計の記録の比較を示している。光センサの出力は加速度
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であるが、時間積分することで速度に変換した。図 1 に示す通り、新潟工科大学と

F-net 柏崎観測点は 6 km 程度の水平距離がある。そのため、光センサの地震記録と

F-net の地震記録に距離の影響による差は生じるはずである。しかし、図４に示す

通り、速度波形で比較すると 3 成分とも光センサと F-net の波形に顕著な相違は見

られない。なお、最大振幅を比較すると、最大が地表設置型光センサで，次が F-

net 観測点，そして最小が大深度観測井の光センサとなる。振幅の大小は、F-net

が観測坑道の奥に地震計が設置されているため、地表効果の影響が軽減されている

こと、そして、大深度観測井の深さ 2000 m に設置されているため、地表効果の影

響がない事に起因する。 
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図４ 2022 年 3 月 16 日 23 時 36 分頃に福島県沖で発生した M7.4 の地震波形。速度振

幅で示されており、単位は nano m/s である。(a)〜(d)は上下動成分、(e)〜(h)は水平

動成分（N 成分もしくは X 成分）、(i)〜(l)は水平動成分（E 成分もしくは Y 成分）を

表す。(a)、(e)、(i)は F-net 柏崎観測点（図１）の速度型強震動計（VSE-355G3）。

(b)、(f)、(j)は F-net 柏崎観測点（図１）の広帯域地震計（STS-1）。(c)、(g)、(k)

は新潟工科大学の観測井の管理棟に設置した地表型光センサ（共同実施機関の報告書

参照）。(d)、(h)、(l)は新潟工科大学の観測井の深さ 2000 m に設置された高温対応光

センサ（共同実施機関の報告書参照）。光センサの出力は加速度であるが、時間積分に
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て速度波形に変換した。高温対応光センサの水平動方位は N や E に向いていないた

め，N に近い方位を X 方向、E に近い方位を Y 方向とした。(j)のみ最大計測可能振幅

で記録が飽和している。 

 

b) 耐雷性能評価 

昨年度報告した令和元年 6 月から 12 月に実施した桜島火山のハルタ山観測室敷地内

における、落雷発生時に従来型の加速度地震計（JU210）に見られ、光センサには見ら

れなかった、パルス状のノイズ（昨年度報告書の 27 ページの図 21 参照）について振

幅の頻度分布を調べた。昨年度報告書の 25 ページの図 20 に桜島周辺の雷発生状況が

示されている。観測期間全体において、１時間あたりの発生頻度が 1 以上の時間帯に

ついて、JU210 の波形を確認してパルス状のノイズの有無を確認し、44 個のパルスを

検出した。そして，パルス状ノイズの継続時間が 0.1 s 程度であることが分かった。

また、JU210 にてパルス状ノイズが確認できた時間においては、JU210 と同じ場所に設

置されていた光センサ（Opt.A）の波形にはパルス状ノイズは確認出来なかった。パル

ス状ノイズのピークを中心として 0.1 s の時間窓を設定して、Opt.A と JU210 の波形か

ら RMS 振幅を計算した。JU210 と Opt.A の RMS 振幅の頻度分布を図５(a)に示す。JU210

のパルス状ノイズの RMS 振幅は 0.04〜0.20 gal に分布しているのに対し、対応する時

間帯における Opt.A の RMS 振幅は 0.00〜0.03 gal に分布している.Opt.A はパルス状ノ

イズが見られないことから、パルス状ノイズではない地動ノイズの振幅に対応してい

る。また、JU210 でパルス状ノイズが確認された時間窓における Opt.A と JU210 の振幅

比を計算した。なお、振幅比は Opt.A の RMS 振幅を JU210 の RMS 振幅にて割ることで

求めた（図５ｂ）。振幅比は 0.01〜0.20 に分布しており、過半数が 0.01〜0.10 に分布

していることが分かる。よって、Opt.A のノイズレベルの 10 倍程度が JU210 のパルス

状ノイズの振幅であると言える。 

 

図５ (a)落雷発生時間帯に JU210 に見られたパルス状ノイズの時間帯における RMS 振

幅値。黒色は光センサ Opt.A を示し、灰色は従来型の加速度地震計 JU210 を示す。

(b)RMS 振幅から求めた振幅比。 
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2) プロジェクト運営 

火山研究運営委員会などに参加し、次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトの次

世代火山研究推進事業の他課題や火山研究人材育成コンソーシアム構築事業と連携し、

プロジェクトの推進に貢献した。なお、本業務遂行において会議および現地調査に担当

者が出席した（３．会議録参照のこと）。 

 

(c) 結論 

本年度は昨年度作成した高温対応用センサ及び高温対応用ボアホール筐体を実フィー

ルドである新潟工科大観測井に設置し、観測を開始した。福島県沖の大地震の記録も取得

するなど、順調に測定できることを確認した。 

今後の課題としては、設置時期が諸般の事情で年度も迫ってきた 2 月になったことか

ら、まだ観測を開始してからあまり時間がたっていない。来年度は観測を継続し、長期安

定性を検証する予定である。 

 

(d) 引用文献 

なし 

 

(e) 成果の論文発表・口頭発表等 

別添「学会等発表実績」のとおり。 

 

(f) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

なし 

 

2) ソフトウエア開発 

  なし 

 

3) 仕様・標準等の策定 

  なし 

 

(3) 令和４年度の業務計画案 

 以下の項目を共同実施機関（白山工業株式会社）と連携して業務を行う。 

1) 光センサシステムの評価と総括 

新潟工科大学の敷地内の深井戸に設置した光センサシステムの連続観測を行い、高

温環境下における長期安定性と有効性を評価する。そのうえで、光センサシステムを

総合的に評価し総括する。 

 

2) プロジェクト運営 
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火山研究運営委員会や研究集会などに参加し、次世代火山研究・人材育成総合プロ

ジェクトの次世代火山研究推進事業の他課題や火山研究人材育成コンソーシアム構築

事業と連携した取り組みを実施し、プロジェクトの推進に貢献する。 

 

２．２ 位相シフト光干渉法による多チャンネル火山観測方式の検討と開発（白山工

業） 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 

課題Ｂ２－２ 火山観測に必要な新たな観測技術の開発 

「位相シフト光干渉法による多チャンネル火山観測方式の検討と開発」 

 

(b) 担当者 

所属機関 機関種別 役職 氏名 

白山工業株式会社 基盤開発部 

 

白山工業株式会社 防災システム

事業部 公共防災グループ 

東京工業大学大学院理工学研究科 

共同実施機関 

 

 

 

協力機関 

部長 

副部長 

 

 

准教授 

平山 義治 

池田 敏晴 

 

安藤 浩 

水谷 義弘 

 

(c) 業務の目的 

屋外での高温実証試験を行う場所を新潟工科大が所有する 3000m 級の観測井に決定

し、昨年度作成した高温対応用センサ、およびボアホール用センサ筐体を設置して連続観

測を開始する。また、プロジェクト運営会議等を通して引き続きユーザーニーズの把握に

努める。 

本委託業務で得られた成果は、光センサシステムを火山のモニタリングシステムをし

て実用的に使用できることになる。この光センサシステムの利点を考えれば、海底火山の

モニタリングへの展開が一番に考えられ、また 200℃程度であれば、地中深部観測にも有

効な展開ができると考えられる。このシステムが気象庁や火山研究機関などのユーザーに

広く利用されるように、ニーズの調査を行い、要素技術の改良点の抽出・把握や、必要に

応じた改良および転用技術の開発に向けた情報収集を行う。また、これらの期間の火山観

測システムの次回更新時におけるこのシステムの導入に向けて、導入される機関向けの開

発研究の方向性について、関係者と検討を行う。 

 

(d) 10 か年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

1) 平成 28 年度： 

 現在活動中の桜島において、位相シフト光パルス干渉法を用いた観測装置(以下、「光セ

ンサシステム」という。) を投入して順調に火山観測を行い、火山性地震および火山性

微動、構造探査人工地震のデータを取得した。本計画では光センサシステムを実際の火山

観測に投入し、運用することを通してフィージビリティスタディを行い、光センサシステ

ムを用いた火山観測の実用化に向けたノウハウを蓄積した。 
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